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南都銀行（頭取 橋本 隆史）は、南都キャピタルパートナーズ株式会社（代表取締役社長 堺 敦行）なら

びに株式会社キャピタルメディカ・ベンチャーズ（代表取締役 青木 武士）と共同で設立した「やまと社会

インパクト投資事業有限責任組合（以下、同ファンド）」と、地域課題解決に向けて作成した「やまと地域課

題デザインマップ」(以下、課題マップ)を更新いたしましたので、お知らせします。 

 

2023年 10月、当行グループが中心となり、同ファンドの投資対象である奈良県およびその周辺地域（以下、

やまと地域）の「健康・文化・自然」に関連する社会課題を網羅、可視化することを目的に、課題マップを作

成しました。当行グループは、この課題マップを活用し、地域の社会課題解決を志す起業家さまを育成するプ

ログラム「やまと社会インパクトアクセラレーションプログラム」を今年度初めて実施するとともに、やまと

地域の社会課題に取り組む 4社への出資を行いました。 

これらの活動を通じステークホルダーや専門家と議論を重ねるなか、特に文化資本領域で新たな課題が多数

浮きぼりとなったことを踏まえ、今般、文化資本に焦点を当て課題マップを更新することで地域社会へのイン

パクトの最大化を狙います。 

当行は、本課題マップで可視化されたやまと地域の課題解決を目指す起業家への支援活動を引き続き行って

いくとともに、残る他の資本を含めて更なる地域課題の深堀を進め、やまと地域の課題解決に貢献してまいり

ます。 

 

やまと地域課題の文化資本の課題デザインマップ 

 別添ご参照 

 URL：https://www.nantobank.co.jp/hojin/keiei/venture/pdf/map.pdf 

 

ご参考：「やまと社会インパクト投資事業有限責任組合」 

名 称 やまと社会インパクト投資事業有限責任組合 

設 立 日 2022年 10月 1日 

無限責任組合員 南都キャピタルパートナーズ、キャピタルメディカ・ベンチャーズ 

有限責任組合員 株式会社南都銀行、小山株式会社、トヨタユナイテッド奈良株式会社 

投 資 対 象 やまと地域の課題を解決するスタートアップ企業 

ファンドの特徴 

ヘルスケア領域である「健康資本」、農業や林業、漁業といった「自然資本」、教

育や工芸や文化財、観光、スポーツといった「文化資本」の三領域を対象として、

「実践者への投資」と「実践者の育成」をコンセプトに経済リターンだけでなく

社会課題の解決（インパクトの創出）を意図している。 

【本件に関するお問合せ先】経営企画部(広報)甲村
こうむら

・粟子 ℡ 0742-27-1599 

      南都キャピタルパートナーズ株式会社 大東・宇治 ℡ 0742-27-1547 

地域課題の解決に向けた「やまと地域課題デザインマップ」を更新！！ 

〜やまと地域の文化資本の課題を明確化～ 

 

 



やまと社会インパクトファンドは、やまと地域の課題解決をめ

ざす起業家の発掘や、やまと地域の課題解決に関心を持つ方

とのコミュニケーションツールとして活用するため、「課題デザ

インマップ」を作成しています。2023年には地域の課題を、投

資領域である健康資本、自然資本、文化資本の3つに分解して

可視化したマップを制作・公開しました。2024年は、教育や工

芸や文化財、観光、スポーツなどを含めた領域である 「文化資

本」を深掘りし、より解像度の高い課題デザインマップを改め

て作成いたしました。

同ファンドでは、残る健康資本、自然資本についても深掘りを

進めるとともに、マップで可視化されたやまと地域の課題解決

を目指したインパクト投資・支援活動を行っていきます。

やまと地域課題デザインマップ（2023年制作）

やまと地域の
文化資本の
課題デザインマップ

YAMATO AREA

CULTURAL CAPITAL

ASSIGNMENT DESIGN MAP

健康

自然文化

バス運転手の
高齢化

運転手に
必要な人材が
不足

交通インフラ
を整備する余
裕がなくなる

交通インフラ
の赤字が増え

る

交通インフラ
の利用者が
下げ止まりに
なる

南部・東部地
方の人口が減

少

奈良県の
人材が他県に
流出して
しまう

地場産業が
衰退している

1人あたりの
観光消費額が
少ない

文化財を
お金に換えら
れていない

地域の文化財
の持続的な保
存管理体制の
不足

地域の文化財
の重要性に対
する認知・理
解の不足

災害・犯罪の
多発による文
化財の損傷

観光客の9割
が宿泊せずに
日帰りしてし
まう

地域の魅力に
つながる文化
財が特定でき
ていない

食事やイベン
ト、体験観光
が観光の目的
として小さい

PRの不足

文化財を保存
修理する修復
材料や熟練技
術者の不足

観光客が南部
の観光地に
アクセス
しづらい

観光客が
北部に集中し
てしまう

新設住宅
着工戸数の
減少

1森林組合あ
たりの総収益
が全国平均を
下回る

間伐した
木材の搬出割
合が低い

山林作業員
(150日以上)
が全国平均を
下回る

山村地域の
過疎化

林業就業者の
平均年齢が
高齢

素材生産・
造林・保育な
どの林業生産
活動が減退

要間伐林分が
人工林の

6割を占める

適切な
施業（管理）が
行われない放
置林が増加

施業放置林の
所有者・境界
確定が困難

森林所有者の
世代交代や不
在村所有者の
増加

私有林が
多い

金魚需要の
減少

金魚の高級品
種を生産するた
めの親魚と生産
技術の不足

金魚すくい用
の金魚の販売
が減少

金魚養殖の
事業者数の
減少

カワウ等
鳥類による
食害

遊漁者の
高齢化

河川における
遊漁者数が横
這い

河川が
汚染される

金魚養殖
事業者の
高齢化

金魚養殖の
後継者不足

金魚販売数量
の減少

地場産業
の低迷

アユ・アマゴ
の漁獲量の
低迷

保守的で新た
な取り組みが
難しい地域が
ある

収益性の
高い作物が
少ない

農業産出額の
減少

ほ場整備が遅
れており農地
の利用集積が
困難

荒廃農地の
増加

転用や耕作放
棄地による田
畑の減少

人手が集まり
づらい

耕作放棄地が
増える

獣害対策に
人手が必要

中山間部にお
いて獣害に遭
いやすい

東部地域が奈
良市中心部に
近く通勤範囲
に雇用が存在

農業を継承
せず兼業農家
や非農家とな
る人が多い

農業の
担い手の
高齢化

後継者不足

農家数の
減少

生態系に打撃
を与える

若者が釣りを
始める機会が
少ない

アウトドア・
レジャー等
による河川へ
の不法投棄

森林が本来持
つ公益的機能
の低下

想定を上回る
規模の林地荒
廃や林道施設
災害等が発生

1 9齢級以上
の森林割合が
全国平均に比
べ高い

間伐等の
保育面積が
減少

急峻な地形等
から林内路線
整備が全国平
均を下回る

輸入材との
競争が
激しくなる

住宅工法の
多様化

建築用材の需
要の減少に伴
う木材価格の
低迷

林業就業者の
減少

県内の観光地
が分散
している 首都圏から

奈良に直接
アクセスする
路線がない

首都圏から奈
良へのアクセ
スがしづらい

宿泊需要が京
都・大阪に流
れてしまう

旅館・ホテル
客室数が
少ない

旅館・ホテル
が北部に集中
している

製造業におい
て海外製品と
の競争が激化

奈良県の賃金
が近隣地域と
比べて低い

雇用の受け皿
となる企業が
少なく県内で
転職しづらい

大阪や京都とい
う都市が近くに
あることでどうし
ても比較されて
しまう

奈良県内で希
望に合う仕事
が少ない

文
化
資
本

自
然
資
本

南部・東部地方における交通インフラの衰退

働き手が県外に流出しやすい構造的課題

観光地へアクセスしづらい交通環境 金魚養殖事業の販売数量の減少林業生産活動の減退 放置林の増加による森林の公益的機能低下
および災害の発生

農業の担い手の減少 耕作放棄地および荒廃農地の増加 農業の収益性の低迷

観光客の1人あたり消費額が少ない

文化財の持続的な
管理・保護の課題

河川漁業の漁獲量の低迷

奈良県の1事業
所あたりの訪問
看護師の数が全
国平均よりも少
ない

在宅医療の
供給力不足

医療の
供給力不足

医療需要が
変化している

奈良県では
平均寿命は
長いのに健康
寿命は短い

介護需要が
年々増加して
いる

介護の
供給力不足

介護福祉職員
の離職率が
高い

職場の人間関
係や運営のあ
り方に不満が
多い

奈良県の人材
が他県に流出
してしまう

奈良県の賃金
が近隣地域と
比べて低い

奈 良 県 内 の
80%の医療機
関が医師不足
を課題として

奈良県の医療
資源(医師も
含めた)が
分散している

奈良県は大病
院が少なくて
中規模病院が
多い

在宅医療を提
供する
施設不足

在宅医療の多く
が診療所を中心
とした小規模な
提供母体で成り
立っている

訪問診療を利
用する患者数
は増えている

在宅医療を
提供する

施設の負担が
偏っている

奈良県では少
数の医療機関
が在宅医療の
大半を提供し

在宅療養支援診
療所なのに在宅
医療をほとんど
行っていない医
療機関が多い

在宅医療の
24時間対応
が困難

在宅医療を
提供する施設を
増やすことに
ハードルがある

在宅で最期を
迎えたいとい
う希望を叶え
られていない

夜間休日におけ
る二次救急病院
の勤務医に過剰
な負担がかかっ
ている

救急医療
体制が脆弱に
なる

高齢化の進展
を背景に救急
搬送件数は
増加

介護福祉の肯
定的なイメー
ジが発信でき
ていない

介護福祉のイ
メージが良く
ならない

介護福祉職員
になろうとす
る人が増えづ
らい

介護福祉職員
が不足
している

障がい者
雇用企業数が
少ない

大阪や京都とい
う都市が近くに
あることでどうし
ても比較されて
しまう

奈良県内で希
望に合う仕事
が少ない

雇用の受け皿
となる企業が
少なく県内で
転職しづらい

健
康
資
本

医療資源の分散と供給力の構造的課題

働き手が県外に流出しやすい構造的課題 介護福祉の職員不足やイメージ、発信についての構造的な課題

医療需要の変化

在宅医療体制不足の構造的課題
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やまと社会インパクト投資事業有限責任組合 

南都キャピタルパートナーズ株式会社 

株式会社キャピタルメディカ・ベンチャーズ

2次交通の
人材が不足

タクシー
ドライバー職の
人材不足

バス
ドライバー職の
人材不足

交通インフラを
整備する

余裕がなくなる

奈良県
管理道路の
道路整備率が
低い

バス運転手の
高齢化

バスの
収入減少

タクシー運転手の
高齢化

交通インフラの
利用者数
減少・停滞

交通インフラ
の赤字が
増える

タクシーの
車両台数の
減少

バスの本数が
少ない

二次交通が
充実していない

県内の
観光地が
分散している

観光客が
南部の観光地に
アクセス
しづらい

観光客が
北部に集中
してしまう

旅館・ホテルが
北部に集中
している

景観計画による
建築物の規模や
高さの制限が
ある

首都圏から
奈良への
アクセスが
しづらい

首都から奈良に
直接アクセスする
路線がない

災害・犯罪の
多発による
文化財の損傷

地域の文化財の
重要性に対する
認知・理解の
不足

地域の魅力に
つながる

文化財が特定
できていない

文化財を
保存修理する
修復材料や熟練
技術者の不足

奈良市内でも
奈良公園エリアに
観光地が集中

奈良市街地で
渋滞が多い

観光地を
周遊しづらい

交通インフラが
衰退していく

観光地へアクセス
しづらい交通環境

文化財の持続的な
管理・保護の問題

地場産業が
発達していない

1人あたりの
観光消費額が
少ない

食事やイベント、
体験観光が
観光の目的
として小さい

観光客の9割が
宿泊せず

日帰りしてしまう

旅館・ホテル
客室が少ない

観光において最大限収益を
生み出せていない

地域を牽引する産業が
生まれない

観光におけるPRが
上手くいっていない

観光資源を活かすための
開発ができていない

県内で活躍する
人材の流出

奈良県の人材が
他県に流出
してしまう

地域スポーツのような
地域コミュニティが
発達しない

県内への企業、
スタートアップ
企業の誘致が
できていない

観光コンテンツが
一部不足
している

観光客にあった
環境整備が一部
できていない

各市町村、
観光協会間の
連携が少ない

文化財をお金に
換えられて
いない

インバウンド
1人あたりの
観光消費額が
少ない

インバウンドの
日帰りが多い

高級（高単価）な
客室が少ない

宿泊事業者の
規模が小さい

自治体独自の
行政サービスが
しにくくなる

南部・東部
地方の人口が
減少

市町村の財政が
硬直化している

市町村財政力
指数が低い
（財源不足が
大きい）

法人からの
税収が少ない

県内に
上場企業が
少ない

雇用の受け皿
となる企業が
少なく県内で
転職しづらい

奈良県の賃金が
近隣と比べて
低い

優秀な学生が
県外に

流出している

高校進学者の
県外進学率が
高い

高校卒業者の
県内就職率が
低い

奈良県内で
希望に合う
仕事が少ない

高校在籍中に
インターンシップに
参加する生徒の数が

少ない

大阪や京都という都市が
近くにあることで
どうしても

比較されてしまう

地域スポーツに
人材が

集まりづらい

地域スポーツが
盛り上がらない

地域スポーツに
スポンサー料が
集まらない

県内での
スポーツ観覧の
消費額が少ない

地域スポーツの
規模が大きく
ならない

奈良で
優秀な人材を
リクルートする
のが難しい

製造業において
海外製品との
競争が激化

外国人を雇用
する事業所が
少ない

出張・ビジネスの
宿泊数が
少ない

客室稼働率が
低い

体験コンテンツを
提供できる

事業者が少ない

観光コンテンツが
社寺に偏っている

ランド
オペレーター
不足

観光産業の
デジタル化が
遅れている

文化資本の見える化が
されておらず
情報整理が

あまりされていない

文化・自然体験
コンテンツが
少ない

観光地の
Wi-Fi環境が
整っていない

観光案内所・
飲食店の営業
時間が短い

外国人観光
案内所の

設置数が少ない

観光事業者
（物品販売・
飲食店）の数が
少ない

奈良土産の
定番がない

食の魅力を
発信する
コンテンツが
少ない

観光地・
地域間の連携が
多くない

行政と観光
事業者の連携が
多くない

観光地・地域間で
一丸となったPRが
できていない

観光地の
PR不足

奈良に行く
きっかけが
多くない

観光・宿泊需要が
京都・大阪に
流れてしまう

PRにおいて
情報のタッチ
ポイントが
多くない

SNSを活用した
観光PRが
不十分

観光情報(文化財/
アクセス/滞在方法/
宿泊)の情報が
バラバラに

PRされている

修学旅行の
安定的な収益があり
観光事業者の
成長意欲が少ない

観光や文化保全に
おいて観光事業者と
大学の連携が少ない

地域の文化財の
持続的な

保存管理体制の

UPDATE!
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